































































































































































	第Ⅶ編　排出源の具体的改善方策と経費の見積り、経済影響の分析
	6. 省エネ対策とその効果
	6.4 サムットプラカン県の省エネ投資とその効果
	6.5 タイ全体の省エネ投資と効果

	7. 環境対策がタイ経済へ与える影響
	7.1 需要面への影響
	7.2 生産面への影響
	7.3 高煙突化がタイのGDPに与える影響
	7.4 省エネがタイのGDPに与える影響

	8. 日本の公害防止費用
	8.1 日本の公害防止費用
	8.2 公害防止のための融資制度
	8.3 公害防止のための税制措置


	第Ⅷ編　今後の発生源、環境監視のあり方
	1. タイ国における公害防止の法体系と行政機構の現状と問題点
	1.1 タイ国の大気汚染規制の現状
	1.1.1 法体系の現状
	1.1.2 行政機構の現状

	1.2 タイ国の大気汚染規制の問題点

	2. 大気汚染環境管理を行うための望ましい法的及び行政的改善
	2.1 日本における大気汚染防止に関する法規制
	2.1.1 公害対策基本法
	2.1.2 大気汚染防止法
	2.1.3 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律

	2.2 諸外国における環境基準とその考え方
	2.2.1 環境基準設定の基本的考え方
	2.2.2 日本
	2.2.3 韓国
	2.2.4 台湾




